様式－４３－1 元請負者及び一次下請負者請負代金額一覧
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「地元企業が施工した請負代金額」欄は、「地元企業の適否」が「適」の会社の「元請請負代金額又は一次下請請負代金額」を転記し、その合計額を最下段の合計欄（B）に記載すること。

上記9)、10)に基づき記載した合計額より地元企業採用率を求め、「地元企業採用率（B/A×100）」欄に記載すること（小数点以下切り捨て）。

記載した一次下請請負代金額が確認できる契約書・請書等を提示すること。

施工体制台帳に記載された全ての元請負者及び一次下請負者（建設業法に定める建設工事を元請負者から直接請け負う者に限る。）について、全項目を記載すること。

「元請請負代金額又は一次下請請負代金額」欄は、元請負者の場合は当初請負代金額から一次下請請負代金額を除いた額を記載すること（元請負者が特定JV又は経常JVの場合は、出資比率で按分すること。）。

「地元企業の適否」欄は、上記4)、5)に基づき記載した元請負者又は一次下請負者の所在地が地元企業（入札説明書別紙「総合評価に関する事項」参照)に該当する場合は「適」、該当しない場合は「否」に○印を付すること。

「区分」欄は、元請又は一次下請別に該当する区分に○印を付すること。また、元請負者が特定JV又は経常JVの場合には、出資比率を（　）内に記載すること。

「建設業の許可」欄は、許可行政庁、許可区分の該当する項目に○印を付し、許可番号及び許可（更新）年月日を記載すること。

「建設業の許可を有する営業所等」欄は、元請負者の場合は施工体制台帳に記載された元請契約営業所の名称及び住所を記載すること。

「建設業の許可を有する営業所等」欄は、一次下請負者の場合は施工体制台帳に記載された一次下請負者の名称及び住所を記載すること。

「元請請負代金額又は一次下請請負代金額」欄は、一次下請負者の場合は当初工事範囲の一次下請請負代金額（元請負者との契約金額）を記載すること。

「元請請負代金額又は一次下請請負代金額」欄の最下段の合計欄（A）には、上記7)、8)の合計額を記載すること（当初請負代金額と一致していることを確認すること。）。


